


おける一世帯あたりの電気・ガス消費量とランニングコ

スト※７の月積算値の推移 (case1) を示す。SOFC- Ⅰを導

入し終日定格運転を行った場合、従来住宅と比較して燃

料電池の稼働によりガス消費量は増加するが、燃料電池

の発電により買電電力量は減少し、逆潮流による売電を

含めると年間ランニングコストは約８万円削減される。

3.2　新潟県における各 case の解析結果 : 図３に新潟

県における各 case の電気・ ガス消費量と年間ランニン

グコスト削減額を示す。世帯人員数の違い (case1,2) で

比較すると、case2 では case1 と比較して給湯の需要量

が多いため、燃料電池の大気放熱量が減少し、総合効率

が向上するため、年間ランニングコスト削減額は多くな

る。今回の解析 case では case2 が最も年間ランニング

コスト削減額が多く、約８万５千円削減される。家庭用

FCCGS の機種の違い (case1,3,4) で比較すると、発電効

率の高い SOFC- Ⅱを用いる case3 が３case の中で最も年

間ランニングコスト削減額が多い。家庭用 FCCGS の運転

条件の違い (case1,5,6) で比較すると、case1 では逆潮

流電力量が比較的多いため、年間ランニングコスト削減

額が３case の中で最も多くなる。

　表６に新潟県においてイニシャルコストを変化させた

場合の減価償却までの年数 (case1,3,4) を示す。caseA

を基準とし、caseB ではイニシャルコストを 2016 年度の

目標値 (SOFC- Ⅰ・ Ⅱ :80 万円、PEFC:70 万円 ) とし、

caseC ではイニシャルコストを 2030 年度の目標値 (SOFC-

Ⅰ・Ⅱ :60 万円、PEFC:50 万円 )とする。caseD は耐久年

数※８までに減価償却するためのイニシャルコストを算出

する。caseA の場合、減価償却するために SOFC- Ⅰ・ Ⅱ

では約 20 年、PEFC では約 30 年かかる。caseB では約６

～11年、caseCでは約４～６年で減価償却が可能となる。

10 年で減価償却 (caseD) するためには SOFC- Ⅰ・Ⅱを約

110 万円、PEFC を約 66 万円とする必要がある。

3.3　東北電力管内の各県における解析結果 :図４に東

北電力管内の各県における電気・ ガス消費量と年間ラン

ニングコスト削減額 (case1) を示す。最も年間ランニン

グコストの削減額が多い県は、従来住宅のガス料金が最

も高く、FC 住宅のガス料金が比較的安い青森県であり、

約 11 万円削減される。また、最も削減額が少ない県は岩

手県であり、約４万円の削減にとどまる。青森県と岩手県

の年間ランニングコストの削減額の差は約７万円となる。

4　まとめ

①新潟県で世帯人員数が３人の戸建住宅に SOFC- Ⅰを

　設置し、終日定格運転を行った場合、年間ランニン

　グコストは約８万円削減される。　

②家庭用FCCGSの種類の違い(case1,3,4)で比較すると、

　発電効率が高い SOFC- Ⅱを用いる case3 が３case 中

　で最も年間ランニングコストの削減額が多くなる。

③運転条件の違い (case1,5,6) で比較すると、case1 で

　は逆潮流電力量が多くなり、年間ランニングコスト

　削減額が３case の中で最も多くなる。

④耐久年数までに減価償却するためには、イニシャル

　コストを SOFC- Ⅰ・Ⅱで約 110 万円、PEFC では約 66

　万円とする必要がある。

⑤東北電力管内の７県の中では青森県の年間ランニン

　グコスト削減額が約 11 万円と最も多い。
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※１　家庭用燃料電池コージェネレーションシステム
※２  「日本再興戦略」（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）における家庭用燃料電池の普及目標。
　　　全世帯数の約１割を目標とする。
※３　東北電力の供給地域(青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県)の７県とする。
※４　家庭用 FCCGS 導入住宅
※５　家庭用 FCCGS を導入せず、高効率ガス給湯器を使用する住宅。
※６　自家発電により発電した余剰電力を電力会社線側に逆流させること。現在、電力会
　　　社は家庭用 FCCGS からの逆潮流を認めていない。
※７　電気料金は東北電力の従量電灯Ｂを、ガス料金は FC 住宅には家庭用 FCCGS 用ガス料
　　　金を、従来住宅には一般ガス料金を適用させる。
※８　稼働からオーバーホールまでの年数とする。
文１） 赤林ら「家庭用燃料電池による一次エネルギー削減効果に関する研究　その３, ４」
　　　日本建築学会大会学術講演梗概集、2015 年
文２) 東北電力　http://www.tohoku-epco.co.jp
文３） ガス事業便覧：平成 26 年度版
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図４　東北電力管内の各県における電気・ガス消費量と
年間ランニングコスト削減額 (case1)

図２　新潟県における一世帯あたりの電気・ガス消費量
とランニングコスト※７の月積算値の推移（case1)
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図３　新潟県における各 case の
電気・ガス消費量と年間ランニングコスト削減額
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表６　新潟県においてイニシャルコストを
変化させた場合の減価償却までの年数 (case1,3,4)
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caseA caseB caseC caseD

現状料金設定
イニシャルコス
ト低下(2016年
度の目標値)

イニシャルコス
ト低下(2030年
度の目標値)

イニシャルコス
ト低下(10年で

減価償却)

195.0 80.0 60.0 108.2
195.0 80.0 60.0 111.5
145.0 70.0 50.0 65.8
28.0 28.0 28.0 28.0
8.0 8.0 8.0 8.0
8.3 8.3 8.3 8.3
3.8 3.8 3.8 3.8
20.8 6.5 4.0 10.0
20.0 6.2 3.8 10.0
31.0 11.1 5.8 10.0PEFC

減価償却までの
年数[年]

SOFC-Ⅰ
SOFC-Ⅱ

PEFC

解析case

年間ランニングコ
スト削減額[万円]

SOFC-Ⅰ
SOFC-Ⅱ

PEFC

解析条件

イニシャルコスト
[万円]

SOFC-Ⅰ
SOFC-Ⅱ

高効率ガス給湯器

case1 case2 case3 case4 case5 case6
世帯人員数:

３人
世帯人員数:

４人
世帯人員数:

３人
世帯人員数:

３人
世帯人員数:

３人
世帯人員数:

３人
設置条件:
SOFC-Ⅰ

設置条件:
SOFC-Ⅰ

設置条件:
SOFC-Ⅱ

設置条件:
PEFC

設置条件:
SOFC-Ⅰ

設置条件:
SOFC-Ⅰ

運転条件:
終日定格

運転

運転条件:
終日定格

運転

運転条件:
終日定格

運転

運転条件:
運転時

定格運転

運転条件:
終日電主

運転

運転条件:
ピーク時
定格運転

他電主運転
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